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　NHK入局以来、技術職として電波の仕事に従事しています。

初任地の広島では、地上デジタル放送のあまねくを実現するため

にデジタル中継局の整備に携わり、その後、東京の渋谷放送セン

ターで、固定無線回線や衛星調達に関わる業務を担当してきまし

た。特に近年、B-SAT社と連携して調達対応にあたった放送衛

星BSAT-4aでは、無事打ち上げが成功し、2018年12月より4K・

8K本放送を開始したことは、大変貴重な経験となりました。この

本放送が開始できたのも、遡ること2014年からの多くの関係者、

諸先輩方の忍耐強い取組みにより、4K・8K衛星放送の伝送方式

であるISDB-S3のITU-R勧告BO.2098が2016年に発行できたこと

によるものと考えています。

　現在、NHKでは、更なる高品質な映像を提供できるフレーム

周波数120Hzに対応したフルスペック8K伝送の実現に向けて、現

行ISDB-S3規格に準拠した32APSK信号を使って伝送容量を拡

大する研究開発を行っています。また、今後AR、VR機器や触覚

デバイスが広く普及し、番組やコンテンツの楽しみ方の多様化が

進むと予想される中で、誰もが時間や場所に関わらず、スマートフォ

ンやタブレットなど好みの機器を使って様々なコンテンツを視聴・

体感できる ｢ダイバースビジョン｣ の実現を目指して、21GHz帯衛

星放送システムの研究開発にも取り組んでいます。

　今後、ITU-Rにおける標準化活動や、21GHz帯衛星放送用周

波数の権益確保に積極的に関わることでこのような将来サービス

を実現し、日本の衛星放送の更なる発展に貢献したいと思います。

編集委員としても少しでも役立つ記事を提案していければと思い

ますので、どうぞよろしくお願いいたします。

4K・8K衛星放送の国際標準化と
今後のNHKの取組み

日本放送協会
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ITU関連出版物　最新版発行のお知らせ
　国際航海を行う船舶局の備え付け書類については、国際電気
通信連合憲章に規定する無線通信規則に定められ、日本では、
電波法第60条において規定されています。具体的な備え付けを
要する書類は、電波法施行規則第38条で規定されています。船
舶局のITU関連出版物については以下の三種があり、この度、

「船舶局及び海上移動業務識別の割当表」の最新版が発行され
ました。2018年版は無効となります。ぜひお求めください。

船舶局及び海上移動業務識別の割当表　←NEW！
　最新版：2019年版（次号発行時期目途：2020年春）
海岸局及び特別業務局局名録
　最新版：2017年版（次号発行時期目途：2019年末）
海上移動業務及び海上移動衛星業務で使用する便覧
　最新版：2016年版（次号発行時期目途：2020年）

出版物詳細・お申し込み
　https://www.ituaj.jp/?page_id=178
　https://www.ituaj.jp/?page_id=803
　https://www.ituaj.jp/?page_id=7211
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